
 

 

 

 

 

 

事務局：青谷地区公民館内 

電 話 ０８５７－３７－７４２０ 
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３月５日(木)令和２年度青谷地区まちづくり協議会総会を開催し、

役員改選が行われました。その後令和元年度事業報告並びに決算、

令和 2 年度事業計画並びに予算が審議され、全議案が全会一致で承

認されました。新しい役員さんには今後 2 年お世話になります。新

役員さんは次の方です。 

◆会 長 山根恵（留任） 

◆副会長 若木行寿（留任） 

     小谷健一（新任）    大谷光恵（新任） 

 

 

 

 

 

 

 

◆会計 高野知加（留任） 

◆監事 花原 隆（留任） 福市美由紀（留任） 

◆事務局長 浜江康雄（留任） 

総会後に第 1 回部会を開催し、それぞれの部会の部会長、副部会長

を選任し、令和 2 年の事業計画を話し合いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
青谷地区まちづくり協議会の部会は、各町区より推薦された部会員

さんと、会長より推薦された部会員さんで構成しています。各部会

の部会員さんを紹介します。（敬称略） 

地区安全部会 

部 会 長  平田光男（緑町） 

         副部会長 豊田康美（東町） 

 

駅 前 美濃恭介 赤尾谷 吉村美春 東 町 豊田康美 

中 町 村中弘之 本 町 安田正美 浜 町 川崎 操 

灘 町 村上 清 前 町 山本善明 夏 泊 山下邦雄 

西 町 山田正幸 井 手 高浜昭雄 長和瀬 国本由美 

緑 町 平田光男 会長推薦 小谷健一 

基本目標 安心して暮らせるまちづくり 

（1） 災害に強いまちづくり 

（2） 子供たちの見守り活動、環境作り 

 

地区再生部会 

部 会 長 田内伸一（西町） 

         副部会長 池田みどり（本町） 

駅 前 鈴木周一 赤尾谷 小林保雄 東 町 吉村 厚 

中 町 浅尾成則 本 町 池田みどり 浜 町 花原伸幸 

灘 町 岸本行正 前 町 関 克則 夏 泊 山本恭信 

西 町 田内伸一 井 手 田中秀美 長和瀬 山田繁満 

緑 町 倉本 仁 会長推薦 若木行寿 会長推薦 花原 隆 

基本目標 地域の歴史と文化を活かしたまちづくり 

（１）地域に残る文化財の保存と活用 

（２）地域文化の伝承 

（３）伝統行事の保存と活用 

健康体育部会   部 会 長 磯邉浩二（浜町） 

副部会長 高野 仁（緑町） 

 

駅 前 山田真也 赤尾谷 川戸 光 東 町 山田健一 

中 町 亀谷高弘 本 町 山根 恵 浜 町 礒邉浩二 

灘 町 八東 香 前 町 安藤修久 夏 泊 遠藤 靖 

西 町 原田崇司 井 手 徳安 徹 長和瀬 橋本美幸 

緑 町 高野 仁 会長推薦 中島伸吾 会長推薦 石井洋介 

会長推薦 徳田純也 

 

基本目標 みんなが健康で生き生きと暮らせるまちづくり 
（１） スポーツ大会を通しての健康増進と地区住民同士

や世代間の交流を図る 

（２） 健康な身体作りにつながる活動の支援 

 

福祉支援部会    部 会 長 松岡礼子（東町） 

副部会長 相見園子（赤尾谷） 

 

駅 前 姫村康栄 赤尾谷 相見園子 東 町 松岡礼子 

中 町 高浜信浩 本 町 伊藤絵美 浜 町 長村 徹 

灘 町 福市美由紀 前 町 池田清子 夏 泊  長田高弘 

西 町 宇多川貴史 井 手 田中 聡 長和瀬 加嶋益代 

緑 町 浜師繁幸 会長推薦 高野知加 会長推薦 大谷光恵 

 

基本目標 みんなで助け合い支え合う福祉のまちづくり 

（１）高齢者の安心・安全な居場所づくり 

（２）一般地区住民への啓蒙活動の推進 

（３）親子が安心して楽しめる活動の支援 

 

 

 

 

 

青谷地区まちづくり協議会 

だ よ り               

第 21 号 令和２年３月発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総会の様子 

今後も各部会で話し合いを進めながら、目標

に向かって活動していきますので、地区の皆

さんのご協力をお願いいたします。 



青谷地区まちづくり協議会だより №２ 
  

総会を開会する前に青谷町総合支所長様、産業建設課長様に鳥取市の公共交通（路線バス等）の状況、

公共交通を取り巻く社会環境、持続可能な公共交通の確保に向けた取り組みについて説明を受けました。

青谷町の路線バスの利用者は年々減少しています。また、路線バス運転者の高齢化が進み、担い手不足

となっています。このままでは、廃止路線となることが考えられます。将来、誰もが安心して暮らせる

ためには、それぞれ地域の実情に合った移動手段の施策を検討していく必要があります。 

 

 


